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近年，低炭素社会の実現に向けた取組が多く行われており，その中でスマートグリッドなど，都市内で

電力の効率利用を図る取組がある．一方，スマートグリッドの重要な要素である家庭用太陽光発電や EV

に利用される電力は直流であり，現在の電力網に利用される交流電力に変換する過程でロスが発生してし

まうが，この点に着目してスマートグリッドの効果を検証した研究蓄積はない．そこで本研究では，スマ

ートグリッドの普及を仮定した全国の住宅街区を対象とし，変換ロス等を考慮した電力需給からシナリオ

別に電力ロス量と電力自給率を求めることで，直流化効果を分析した．その結果，1)直流化によって電力

自給率が最大で 6.3%向上すること，2)自動車のトリップ距離が長く，戸建住宅の占める割合が大きい住宅

街区ほど直流化効果が大きいことなどが示された． 
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1. はじめに 

 

近年，低炭素社会の実現に向けて再生可能エネルギー

の導入が加速しており，固定買取価格制度の導入にも後

押しされ，太陽光発電を主とする再生可能エネルギーの

設備容量が大幅に増加している 1)．一方，九州などの日

射条件が多い地域では，発電量に対して電力需要が不足

し，太陽光発電など自然変動電源の出力制限が実施され

る事態が生じており，現在の集中電源に依存した電力供

給システムから脱却し，分散型電源を活用する重要性が

高まっている． 

分散型電源を活用する取組として，我が国では，ITを

活用して電力の需給を自動制御するシステムであるスマ

ートグリッドの導入について検討が重ねられてきた 2)．

スマートグリッドでは，太陽光発電や蓄電池，EV など

需要家側に導入される分散型のエネルギーリソースを活

用することで，効率的に再生可能エネルギーを活用する

ことができる．例えば既存研究 3)では，郊外の自動車保

有が多い市区町村において，最大で 83%の電力の地産地

消が可能であることが示されている． 

しかし，スマートグリッドの重要な構成要素である太

陽光発電や EV は直流電力を利用している．一方で，現

在の電力供給システムや家庭内で利用されている電力は

交流電力であるため，太陽光発電や EV の電力を家庭や

送電網に給電する場合，直流電力から交流電力に変換す

る必要が生じる．この電力を変換する過程ではロスが生

じてしまうため，交流電力を利用するスマートグリッド

の場合，変換ロスの発生によって再生可能エネルギーが

十分に活用できない可能性がある． 

一方で，近年では直流電力を活用し，再生可能エネル

ギーや直流電力を利用するデータセンターなどの設備に

対して，効率的な電力供給を行おうとする取組も行われ

ている 4)．このように，再生可能エネルギーを有効に活

用する手段として直流電力の活用が期待されており，ス

マートグリッドについても，直流化することによって再

生可能エネルギーを有効活用できる可能性が高い． 

ここで既存研究を見ると，スマートグリッドの導入効

果については，全国の住宅街区(以下，「街区」)を対象

としてスマートグリッド導入による電力融通効果を分析

した研究 5)をはじめ，技術革新による太陽光発電や EV
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の性能向上がスマートグリッドの導入適性に与える影響

を分析した研究6)や，EVの代わりに燃料電池自動車を導

入し，水素社会におけるスマートグリッド導入の効果を

分析した研究 7)があるが，スマートグリッド内部で生じ

る電力の変換ロスを考慮し，直流電力の活用について検

討した研究は行われていない． 

また，直流電力の活用については，再生可能エネルギ

ーの自家消費に必要な蓄電池容量に関して，直流給電方

式が優位となる領域を検証した研究 8)や，住宅へ直流給

電システムを導入した場合の導入効果を検証した研究 9)

などがあるが，街区全体を直流化した場合の効果につい

て検証した研究は行われていない． 

以上を踏まえ，本研究では全国の街区を対象とし，ス

マートグリッド内部で生じる変換ロスを考慮した上で，

街区内の電力需給状況を把握する．その上で，街区内で

生じる電力ロス量と電力自給率について，交流電力を利

用したスマートグリッドを導入した場合と，直流化した

スマートグリッドを導入した場合で比較することで，ス

マートグリッドの直流化効果を分析する．更に，直流化

効果と街区特性の関係について見ることで，スマートグ

リッドの直流化に適した街区の特徴を明らかにする． 

 

 

2. 使用データと分析対象街区 

 

(1) 使用データ 

本研究では，全国の様々な街区における住民の暮らし

方や交通行動を考慮して分析を行うため，平成 27 年全

国都市交通特性調査を使用データとして選定した．この

調査は都市の基礎的な交通特性を把握するとともに，全

国の都市の交通特性を横断的，時系列的に比較分析し，

今後の都市交通政策の展開方向を検討するための基礎資

料を得る目的で実施されている交通調査である． 

また，本研究では全国の様々な街区を対象とし，その

街区特性にまで着目した分析を行うため，既存研究 10)で

提案されている住宅地タイプについても使用データとし

て選定した．この住宅地タイプは，全国都市交通特性調

査で対象とされる街区について，居住者の自動車利用行

動や人口密度，世帯属性，土地利用規制などの情報に基

づき町丁目単位で分類した，135の街区群である． 

 

(2) 分析対象街区の概要 

 本研究では，全国都市交通特性調査で対象とされてい

る街区のうち，住宅地タイプの設定に用いられている街

区のみを対象としている．更にこれらの街区から，既存

研究を参考に，圏域特性，土地利用規制，人口密度，駅

からの距離を因子とした実験計画法によって 23 の街区

を選定した．選定した分析対象街区の一覧を表-1に示す．

タイプについては，その都市が属する圏域特性ごとにⅠ

～Ⅳ，土地利用規制ごとに低層住宅専用地域は「低」，

中高層住宅専用地域は「中高」，住居地域・住宅系混在

地域は「住」，商業地域は「商」，市街地調整区域は

「調」と表記しており，同じ土地利用規制で他の特性が

異なる街区がある場合，それらを区別してⅠ低 1，Ⅰ低

2 のように表記した．また，駅からの距離は，最寄り駅

までの距離が 1km以内の場合は「近」，1km以上の場合

は「遠」と表記しており，表記がない場合はそれらが混

在している．ただし，大都市圏中心都市における中高層

住宅専用地域が 90%以上の街区については，街区によっ

て実際に中高層住宅に住む世帯数比にかなりのばらつき

が存在することが既存研究 10)で明らかにされている．こ

のため，本研究ではⅠ中高についてのみ，更に3段(Ⅰ中

高 1～Ⅰ中高 3)に分けて検討を行っている．具体的には，

中高層住居に居住する世帯の割合がそれぞれ 80%未満，

80%以上 90%未満，90%以上となるように 1～3に分類し

ている． 

 

 

3. 分析方法 

 

(1) 想定する街区の概要 

 本研究では，スマートグリッドが導入され，各家庭に

太陽光パネル及び EV が普及している状態の街区を想定

し，街区内の電力需給状況を把握していく．街区内の各

家庭にはスマートメーターが設置され，電力需給をリア

ルタイムで把握することが可能となるため，街区内の電

力網(グリッド)を通じて電力をやり取りすることが可能

であると想定している．また，EV が十分に普及してお

表-1 分析対象地区一覧 

 

街区名 圏域特性 土地利用規制 人口密度 駅距離

Ⅰ低1 低層住宅専用地域90%～ - -

Ⅰ低2 低層住宅専用地域60～90% - 遠

Ⅰ中高1 中高層住宅専用地域90%～ - -

Ⅰ中高2 中高層住宅専用地域90%～ - -

Ⅰ中高3 中高層住宅専用地域90%～ - -

Ⅰ住 住居地域60%～ 150人/ha～ -

Ⅰ調 市街地調整区域25～50% - -

Ⅱ低1 低層住宅専用地域90%～ ～100人/ha 遠

Ⅱ低2 低層住宅専用地域90%～ 100人/ha～ -

Ⅱ中高 中高層住宅専用地域90%～ - 近

Ⅱ住 住居地域60%～ 100人/ha～ -

Ⅱ調 市街地調整区域25～50% 50人/ha～ -

Ⅲ低 低層住宅専用地域60～90% 100人/ha～ -

Ⅲ中高1 中高層住宅専用地域60～90% 50～100人/ha 遠

Ⅲ中高2 中高層住宅専用地域60～90% ～50人/ha -

Ⅲ住 住居系混在 50人/ha～ -

Ⅲ商 商業地域60%～ 50～100人/ha 近

Ⅲ調 市街地調整区域50～75% ～50人/ha 遠

Ⅳ低 低層住宅専用地域60～90% 50人/ha～ -

Ⅳ中高 中高層住宅専用地域60～90% ～50人/ha -

Ⅳ住 住居系混在 50人/ha～ -

Ⅳ商 商業地域60%～ 50人/ha～ -

Ⅳ調 市街地調整区域75%～ - 遠

Ⅰ.大都市圏中心都市

(政令指定都市あるいは

人口100万人以上の都市)

Ⅱ.大都市圏衛星都市

(三大都市圏に属する都市

かつ中心都市の条件を
満たさない都市)

Ⅲ.地方中心都市

(県庁所在地あるいは

人口15万人以上の都市)

Ⅳ.地方都市

(三大都市圏以外の都市

かつ中心都市の条件を
満たさない都市)
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り，各家庭に存在する自動車，軽自動車は全て EV に置

き換わった状態を想定する．ただし，EV の走行距離に

対して充電時間が十分に取れない場合についてのみ，

EVには置き換わらないものとしている． 

各家庭では太陽光パネル，EV との間で電力がやり取

りされ，そこで生じる余剰・不足分について，グリッド

を通じて他の家庭と電力をやり取りする．更に，グリッ

ド内の電力が不足する場合には，グリッド外から外部電

力の供給を受けることが可能であると想定する．このと

き，電力をやり取りする際に直流電力・交流電力間の変

換ロスや変圧ロス，送電ロスなどが生じる．これらの電

力ロスについて，太陽光パネルから家庭への送電過程で

生じる電力ロスを L1，家庭から EVおよび EVから家庭

への送電過程で生じる電力ロスをL2，外部電力がグリッ

ドへ送電される際に生じる電力ロスを L3とし，これら

を考慮した電力需給状況をシナリオごとに把握すること

で，直流化効果を明らかにする．具体的には，a)交流電

力を利用したスマートグリッド(AC グリッド)が普及し

た状態，b)ACグリッドかつ，太陽光パネルからEVへの

給電に関してのみ，直流電力を直接給電可能な状態，c)

直流電力を利用したスマートグリッド(DC グリッド)か

つ，家庭内で消費される電力は交流電力である状態，

d)DC グリッドが普及した状態の 4 つのシナリオを設定

し，それぞれの条件ごとに街区内で生じる電力ロス量お

よび電力自給率を算出することで，スマートグリッドの

直流化効果を明らかにする．これらの電力ロスを踏まえ

た街区内の電力需給イメージを図-2に，条件ごとの電力

ロスの設定値を表-3に示す．なお，本研究で用いる電力

ロスのうち，変換ロスについては家庭内の直流給電に関

する既存研究 8)を，送電ロスについては既存調査 11)を参

考に設定している． 

(2) 電力需給の算出 

 街区ごとの電力需給を把握するため，まず各家庭内で

の電力需給を 1 分単位で算出する．その算出手順を図-4

に示す．更に，各家庭の電力需給を踏まえ，街区全体で

生じた不足電力，余剰電力を算出し，街区内で電力をや

り取りする．その上で，不足電力がまだ存在する場合，

その不足電力量が外部電力からの給電量となる．以上に

より，街区における電力需給状況を把握することが可能

となる． 

太陽光発電量の算出に用いる日射量は，NEDO の日射

量データベース 12)を参照し，街区に最も近い地点の平均

年における年間時別日射量データを用いた．また，街区

ごとの気象条件の差異をなくすため，分析対象街区ごと

の値を平均した値を分析に用いている．太陽光パネルは

全家庭において真南，傾斜 30 度の条件で設置されてい

るものとし，日射量(kWh/m2)×システム出力係数 0.85×

パネル容量 4(kW)×日射強度 1(kW/m2)を計算することで

太陽光発電量を算出した．ただし，本研究で用いるシス

テム出力係数については，太陽光パネルで発電した電力

を変換・変圧するパワーコンディショナーによる損失分

を除いている．更に，集合住宅の場合は，戸建住宅に比

べ屋根面積が限られる点を考慮し，既存研究 7)を参考に

土地利用規制ごとに集合住宅の階数を設定し，集合住宅

の発電量についてはその階数で除することで，発電量の

違いを考慮している． 

次に，家庭内消費電力量については，1 世帯あたりの

1 日における家庭内消費電力量の全国平均値を用いた．

その上で，街区特性や居住者特性を反映させるため，世

帯人員別の電気代や世帯の職業構成等を踏まえた時間帯

 

 
図-2 分析対象街区の電力需給イメージ 

 

表-3 条件別の電力変換ロス値

 
(既存研究 8)，既存調査 11) を参考に作成) 

太陽光パネル
(各家庭に設置)

家庭内消費

家庭内消費

走行消費

走行消費

外部電力

グリッド

EV

電力ロス(L2)

電力ロス(L1)

電力ロス(L2)

電力ロス(L3)

条件 L1[%] L2[%] L3[%] その他

a)ACグリッド 7 10 3.4

b)ACグリッド+EV給電DC 7 10 3.4
太陽光パネル→EVの場合のみ

電力ロス3.5%

c)DCグリッド+家庭内AC 3.5 0 13.1
家庭内消費に対して

電力ロス+3.5%

d)DCグリッド 3.5 0 13.1

 

 
図-4 世帯内における電力需給の算出フロー 

EVが家庭にある

EV充電に利用

不足電力をグリッドから融通

グリッドとの電力需給なし

最低充電量を保有

最低充電量を確保

余剰電力が発生

グリッドとの電力需給なし

家庭内消費に融通

家庭内消費の不足を解消余剰電力をグリッドに融通

個人の行動ごとに把握

①EVのトリップ有無

②走行時間までに充電が
　完了するための最低充電量

EVが家庭にある

太陽光発電量を算出

家庭内消費に利用

余剰電力が発生

Yes No

Yes

Yes

Yes

Yes

YesNo

No

No
No

No

No

Yes
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ごとの電力消費パターンを設定することで，各特性を考

慮した分析を可能としている． 

そして，EV の性能については，2018 年モデルの日産

リーフ 13)の性能に準拠して設定した．本車種を選定した

理由としては，環境省の次世代自動車ガイドブック 14)に

おける推奨する用途の項目において，普通乗用車の中で

唯一「一般車と同等」と記載されており，また EV から

家庭へ給電可能なシステムが既に搭載されていることが

挙げられる．なお，本研究ではスマートグリッドが安定

的に運用された状態での直流化効果を把握するために，

1 日の開始時点で EV には最大容量に対し半量の充電量

が確保されている状態で分析を行っている． 

 

(3) 電力自給率の算出 

 本章 2節で把握した電力需給より，各街区における電

力自給率を算出することが可能となる．本研究において，

グリッド内に供給される電力は太陽光パネル，EV，外

部電力から供給される電力に限られ，このうち EV から

供給される電力量は 1日の開始時点における初期充電量

と 1日の終了時点における最終充電量の差分をとること

で算出することが可能である．つまり，街区 i における

電力自給率を Ri とすると，Ri は以下の式(1)，式(2)で表

される． 

𝑅𝑖 = 𝑆𝑖/(𝑆𝑖 + 𝑉𝑖 + 𝑂𝑖) 

𝑉𝑖 = 𝑉𝐹𝑖 − 𝑉𝑆𝑖 

Si：太陽光発電量 

Vi：EVからの給電量 

Oi：外部電力からの給電量 

VFi：EVの最終充電量 

VSi：EVの初期充電量 

  

 また，街区内における電力の需要と供給は一致するた

め，以下の式(3)が成り立つ． 

𝑆𝑖 + 𝑉𝑖 + 𝑂𝑖 = 𝐻𝑖 + 𝑉𝐷𝑖 + 𝐿𝑖 

Hi：家庭内消費電力量 

VDi：EV走行消費電力量 

Li：電力ロス量 

 

 ここで，Si，Hi，VDi はシナリオに拠らず固定値であ

る．よって，スマートグリッドの直流化による効果は，

電力ロス量の増減によって EV，外部電源からの給電量

も変化し，これにより電力自給率にも効果が表れること

がわかる． 

 

 

 

 

4. 分析結果 

 

(1) スマートグリッドの直流化効果 

街区ごとの直流化による電力自給率の増大効果，およ

び電力ロス量の削減効果について，分析結果をそれぞれ

図-5，図-6 に示す．これらの図より，スマートグリッド

を直流化する意義についての考察を行う．なお，図中の

数値は条件a)(ACグリッド)から条件d)(DCグリッド)に変

化させた際の変化率を示しており，以降「直流化」とは，

条件 a)から条件 d)に変化させることを指す．また，これ

らの図においては，電力自給率の増大効果が大きかった

街区を上から順に並べている． 

1) 図-5 より，直流化効果が最も大きい街区(図-7)では

電力自給率が6.3%程度向上しているのに対し，最も

直流化効果が小さい街区(図-8)では 0.1%程度となっ

ており，導入する街区によって直流化効果が大きく

異なることがわかった．このことから，スマートグ

リッドの直流化については，導入する街区の適性を

踏まえ十分に検討する必要があるということが明ら

かになった． 

2) 図-5，図-6 より，電力自給率の増大効果および電力

ロス量の削減効果が最も大きく変化するシナリオは，

条件 b)から条件 c)へ変化させたときであることがわ

かった．つまり，これらの効果に最も大きな影響を(1) 

(2) 

(3) 

 

 
図-5 直流化による電力自給率の増大効果 

[%]

街区名

Ⅳ住
Ⅳ中高
Ⅰ低1
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Ⅰ中高1
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Ⅱ低1
Ⅰ住

Ⅲ中高1
Ⅱ中高
Ⅰ調
Ⅳ商

Ⅲ中高2
Ⅱ低2
Ⅰ中高2
Ⅲ住
Ⅲ低

Ⅰ中高3
Ⅲ調
Ⅲ商

+1.61%

0 20 40 60

条件a)

条件b) 条件c) 条件d)

+4.81%
+5.07%

+6.33%

+4.49%
+4.41%

+4.34%
+4.19%

+4.17%
+4.04%
+3.98%

+3.84%
+3.74%
+3.56%

+3.55%
+3.41%

+3.30%
+2.85%

+1.73%

+0.18%

+1.20%
+0.53%

+0.11%
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果たしている要因は，グリッド自体の直流化である

と言える．また，家庭内で使用される電力が交流を

維持する場合でも，多くの街区では十分な直流化効

果を得られるものの，一部の街区では大きく効果が

減少してしまうこともわかった． 

3) 図-6より，直流化による電力ロス量の削減効果と電

力自給率の増大効果の間に直接の相関は見られない

ことがわかった．このような結果が得られる理由と

しては以下の点が考えられる．3 章 3 節で示したよ

うに，電力ロス量の削減効果は電力自給率Riの分母

に対してのみ表れる．よって，直流化前の電力自給

率が高い街区ほど，電力ロス量の削減による電力自

給率の増大効果は大きくなることがわかる．例えば

Ⅰ住とⅠ中高 3の街区を見ると，電力ロス量の削減

率はほぼ等しいものの，直流化前の電力自給率に大

きく差があるため，直流化による電力自給率の増大

効果にも 3.3%程度の差が生じている． 

 

(2) 直流化効果と街区特性の関係 

 分析対象街区の街区特性を図-9に示し，直流化効果に

対してどのような街区特性が影響しているのか，考察を

述べる．なお，図-9についても，電力自給率の増大効果

が大きかった街区を上から順に並べている． 

1) 図-9 より，平均 EVトリップ距離が短く，戸建住宅

 
図-6 直流化による電力ロス量の削減効果 

 

[kWh/世帯]

街区名

Ⅳ住
Ⅳ中高
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Ⅰ中高1
Ⅳ低
Ⅱ低1
Ⅰ住
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-74.8%
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-70.2%
-70.0%

-34.8%
-74.3%
-72.3%
-63.6%
-69.3%
-50.2%

-55.3%
-69.7%

-26.9%
-40.4%

-34.7%

-7.1% -9.5%

 
図-7 直流化効果が最も大きい街区の例 

 

 
図-8 直流化効果が最も小さい街区の例 

 

 
図-9 分析対象街区の街区特性 
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の占める割合が大きい街区ほど，直流化効果が大き

いことがわかった．このような結果が得られる理由

としては以下の点が挙げられる．まず EV トリップ

距離については，1)EV トリップ距離が短いほど走

行に必要な電力量が抑えられ，EV と家庭の間で電

力のやり取りが増えるため，その間で生じる電力ロ

ス量の削減効果が増大したこと，2)EV と家庭の間

で生じる電力ロス量が削減されたことによって，

EV からの給電量が抑えられたことが考えられる．

次に戸建住宅の占める割合については，戸建住宅は

集合住宅に比べ太陽光発電量が多く，太陽光パネル

から住宅への給電量も多くなるため，直流化による

電力ロス量の削減効果が増大したことが考えられる． 

2) 図-9より，地方中心都市である圏域Ⅲの多くの街区

で直流化効果が小さいことがわかった．これは 1)で

示した通り，圏域Ⅲの街区における平均 EV トリッ

プ距離が長いことが原因であると考えられる． 

3) 図-9 より，EV の保有台数と直流化効果の間に相関

は見られないことがわかった．また，本研究で用い

た EV の性能に基づけば，スマートグリッドを導入

した場合に転換不能となる家庭はほぼ皆無であるこ

とがわかった．但し，本研究では日常行動のトリッ

プのみを対象としており，1 日の中でトリップが完

結しないような長距離トリップについては分析の対

象外としていることに留意が必要である． 

 

 

5. おわりに 

 

 本研究の分析結果から，スマートグリッドを直流化し

た際の効果として，電力自給率が最大で 6.3%向上する

ことがわかった．また，スマートグリッドの直流化効果

が得られやすい街区は，EV による平均トリップ距離が

短く戸建住宅の占める割合が大きいような街区であり，

地方中心都市のように自動車のトリップ距離が長い街区

や，大都市圏中心都市の集合住宅が多く立地する街区な

どにおいては直流化効果が得にくいことがわかった． 

 なお，本研究ではスマートグリッド直流化の効果を電

力ロス量，電力自給率の 2指標のみで評価したが，電力

自給率の向上は，低炭素化や，電力需給を街区内で完結

し，外部電源に頼らないマイクログリッドの達成などに

も貢献するため，これらの項目についても直流化の効果

について把握することで，スマートグリッドの直流化に

よるメリットをより具体的に把握することが可能となる． 

一方，本研究における分析は，住宅地における 1日間

の直流化効果の把握に留まっており，オフィス，工場と

いった住宅地以外の土地利用や，長期における天候変動

については考慮できていない．また，本研究ではスマー

トグリッドの直流化にかかるコストについては扱ってお

らず，直流化導入の実現性について十分な検討が行えて

いない．更に EV についても，本研究では EV を家庭に

接続し，家庭内の需要にのみ電力を供給する Vehicle-to-

Homeの状態を前提としており，EVからグリッドへの電

力供給を可能とするVehicle-to-Gridの状態については検討

していない．これらの更なる検討事項について考慮した

分析を行っていくことが，今後の課題である． 
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